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概要 

 国民の１割がマンションに居住する一方、いわゆる新耐震基準が施行された 1981年か

ら 40年以上が経過し、耐震性を備えたマンションであっても老朽化が目立つようになっ

た。倒壊・スラム化の危険のある老朽化マンションにどのように対処していくかが、今

日、深刻な社会問題となっている。 

 マンションの管理や建替えは、法律上、区分所有者の自主的な取り組みに委ねられてき

た。これを法学的に考察すれば、マンションの法律関係は私人の自主的な社会活動を基盤

とした民事法をベースにしており、公的機関からの関与は特別な形では予定されていなか

ったと言える。しかし、建物の老朽化と居住者の高齢化が進行し、そのような私人の活力

に今後どれほど依拠できるかは疑わしくなっている。社会全体としても人口減少が基調と

なり、都市開発の余力も限られる中で、老朽化マンション対策を区分所有者の自主的な建

替えに期待することは、政策的な現実性を失ってきたと言える。報告者は、このような疑

問・関心から、公法・私法研究者の共同研究として課題「マンション法制の制度設計に関

する公法私法の領域横断的研究」（科研費基盤(C)）に取り組み、マンションの法律関係に

公的機関の関与が求められること、そして、そのような関与を制度的に実現するための法

的な課題について考察をまとめた（参考文献１・２）。現在、報告者は、今後のマンショ

ン法制を具体的にどのように設計していくべきか、という点に研究を進めている。本報告

は、そのような制度構想の概要を示すことを目的とする。標語的に言えば、これまで「民

法の一部のマンション法」とされてきた体系的理解を、「都市法としてのマンション法」

へと転換していくことが求められることを示す。報告では、それぞれの捉え方がどのよう

な帰結をもたらし、どのような具体的な変化をもたらすのかを解説する。 

 なお、本報告の内容は、ブラッシュアップの上、2025 年 4月 19日開催の日本マンショ

ン学会メインシンポジウムで報告予定である。 

（2～4頁は 2024 年 12月 6日同学会学術委員会で使用したスライド） 
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